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運動・身体活動と公衆衛生17

「子どもの日常生活における身体活動評価の重要性」

桜美林大学 総合科学系 田中 千晶

1. 子どもの身体活動の特徴

1) 子どもの身体活動は間欠的である

運動（exercise）とは「身体活動の一種であり，

特に体力を維持・増進させるために行う計画的・組

織的で継続性のあるもの」，身体活動（physical ac-
tivity）とは，「筋活動によって安静時よりエネルギー

消費量の増大がもたらされる全ての営み」と定義さ

れている1)。成人と比較し，低年齢の子どもや，運

動・スポーツを定期的に行っていない子どもでは，

一定の運動を長時間連続的に行うことは少ない。6
～10歳の子どもを対象に，観察法により日常生活に

おける活動時間の分布を検討した報告によると，最

頻値は 3 秒であり，「活動が間欠的」であった2)。

このように，子どもの身体活動は，長時間にわたる

規則的な活動が少ない。

2) 子どもの 1 日当たりの身体活動レベルは，主

に高強度活動で決定される

Hoos et al.3) は，3 軸加速度計を用いて，8.6±

3.3歳のオランダ人男女における日常生活での活動

強度分類を検討した。その結果，成人より高強度活

動の時間が長いことを報告している。また，子ども

の身体活動レベル（physical activity level: PAL＝総

エネルギー消費量/基礎代謝量）は，低強度活動時

間と負の相関関係を，また，高強度活動時間と正の

相関関係を示した。一方，成人を対象とした

Westerterp4) の報告では，成人の PAL が，中強度

活動の時間とのみ正の相関を示している。これらは

同じグループが同様の方法を用いて実施した検討で

あるが，成人と子どもでは異なる関係が見られた。

このことは，子どもの身体活動は，高強度と低強度

の活動が入り混じっており，活動強度別に分類を行

うことが重要であることを意味している。

3) 子どもにとって，運動以外の身体活動は重要

である

6.8～10.6歳のイギリス人を対象に，体育の授業

を各々9.0時間/週（S1），2.2時間/週（S2），1.8時
間/週（S3）行っている学校における身体活動量を，

1 軸加速度計を用いて比較した報告によると，7 日

間にわたる学内の身体活動量は，S1 が他の 2 校よ

り高かったが，学外では S2 と S3 が S1 より高く，

その結果，合計の活動量は，3 校で類似してい

た5)。この結果は，1 軸加速度計によるものであ

り，子どもの身体活動を十分にとらえきれていない

可能性もあるが，体育の授業のあり方について警鐘

を鳴らすものであると同時に，子どもにおいても運

動以外の身体活動（Nonexercise activity thermogene-
sis: NEAT）を評価することの重要性を示すもので

ある。

4) 子どもの頃の生活習慣は，成人にまで引き継

がれる？

子どもの頃の身体活動量とその後の身体活動量と

の関連を検討した報告によると，相関がみられるこ

ともあるが，それほど強い相関ではない6)。ただ

し，この点については，身体活動量を正確にとらえ

ることができず，そのため強い相関が得られていな

いという可能性も否定できない。

さらに，最近は，幼児においても，活動的な時間

だけでなくテレビ視聴などの不活動な時間に関して

問題視されてきており，テレビの視聴時間が 1 日あ

たり 2～3 時間を超えると，過体重や肥満の増加と

関連がみられる7,8)。そして，幼児期のテレビの視

聴時間が 1 日あたり 2 時間を超えると，就学後につ

ながることが報告されている7)。十分な知見が得ら

れているとは言えないが，幼児期から学童期へ，ひ

いては成人に至るまで，幼い頃の生活習慣が後々ま

で引き継がれる可能性があることも，子どもの身体

活動が重要視される理由の一つである。

2. 子どもの身体活動レベルは成人より低い

5 年毎に改定されてきた日本人の食事摂取基準は，

5 月に「日本人の食事摂取基準（2010年版）」が公

表されたばかりである（厚生労働省，2009）。小児

の場合，成人と異なり組織増加分のエネルギーを余

分に摂取する必要があるため，推定エネルギー必要

量（kcal/日）は，基礎代謝量（kcal/日）×PAL＋
エネルギー蓄積量（kcal/日）として算出される。
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但し，生後間もなくの数か月を除くと，エネルギー

蓄積量はそれほど大きくない（10～40 kcal/日）た

め，小児についても PAL によって，エネルギー必

要量がほぼ決定される。

「第六次改定 日本人の栄養所要量―食事摂取基

準―」（1999年）では，子どもの標準の PAL は1.7
であり，成人の1.5より高く設定されていた。これ

は，「子どもの身体活動量は成人より大きい」と考

えたことによるが，その根拠は明示されていない。

それに対し，2005年版からは，日常生活の総エネル

ギー消費量を最も正確に評価可能な二重標識水

（doubly labeled water: DLW）法を用いたものに限

定して系統的レビューが実施されている。2010年版

における系統的レビューの結果によると，子どもの

PAL は成人より低く，発育に伴って高くなってい

る。小児に関して，2005年版からの主な変更点とし

て，身体活動量の区分が増えたことがあげられる。

2005年版においても，8～11歳までは，レベルⅡ

（ふつう）とレベルⅢ（高い）の 2 区分だけであっ

た。これは，◯１この年代の子どもは，体育の授業が

あるため，活動的でない子はほとんどいないと考え

たこと，◯２逆に，部活動やスポーツクラブなどで，

特に活動的な子は存在し，食事調査においてもエネ

ルギー摂取量の分布が二峰性となることがある，と

いう点が背景としてあった。しかし，これは DLW
法のデータに基づいた判断ではなかった。それに対

し，2010年版策定のために実施されたレビューによ

って抽出された文献の多くでは，標準偏差が示され

ており，それぞれの報告における PAL の分布は正

規分布に近かったと推察される。また，上下に偏っ

た分布あるいは二峰性であったという報告はみられ

なかった。したがって，子どもにおいても，PAL
は平均値を中心に上下に大きなバラツキがあると考

えるのが自然である。そこで，2010年版では初めて，

6 歳以降については，成人と同様，個人差が考慮さ

れ，レベルⅠ（低い）とレベルⅢ（高い）が設けら

れ，3 区分の策定となっている。なお，1～2 歳と 3
～5 歳では，身体活動レベルの個人差はみられるも

のの，個人や集団について，それを分類した報告が

ないことから，身体活動レベルの区分はされていな

い。また，身体活動レベルのレベルⅡ（ふつう）は，

2005年版から 1～14歳までのそれぞれ0.05程度減少

している。乳児については，FAO/WHO/UNU が

報告している回帰式に日本人の基準体重を代入し

て，総エネルギー消費量（kcal/日）が求められて

いる。ただし，推定エネルギー必要量としては，母

乳栄養の場合の値が提示されており，母乳より人工

乳の方がエネルギー消費量が大きいことに留意する

必要がある。

なお，2010年版の策定にあたっては，足立ら9)を

除いて，子どもの PAL に関する国内のデータがな

かったため，事実上，欧米の報告に基づいて決定さ

れている。すなわち，日本の子どもがに特有な通学

や遊び，部活動やスポーツクラブ，その他の生活ス

タイルについては一切考慮されていない。したがっ

て，今後，DLW 法による日本人の子どもに関する

データの蓄積が必要であるとともに，様々な生活ス

タイルが一日の身体活動量にどの程度影響を与えて

いるか検討することも重要である。

また，第六次改定（1999年）では，子どもの

PAL の方が成人より大きく設定されていたことに

も表れているように，子どもの PAL は成人より小

さく，年齢とともに大きくなることについては，違

和感のある人も少なくないだろう。加速度計を用い

た検討によると，子どもの方が平均加速度により評

価された一日の身体活動量が大きいという報告もみ

られる10)。Hoos et al.11) も指摘しているように，子

どもの方が睡眠時間が長く，そのことが PAL にも

影響している可能性はあるが，この点についても検

討が必要であろう。

DLW 法は，日常の身体活動量を評価する上で，

最も測定精度が高いものの，身体活動の強度や種類

については全く考慮できない。また，測定機器を設

置している施設が世界的にみても少なく，高額な費

用がかかる。さらに，測定期間中，数回にわたり採

尿を行う必要があるため，子どもを対象に実施する

のはた易い事ではない。全ての身体活動量を評価す

る上では，質問紙より歩数計，歩数計より加速度

計，加速度計より DLW 法の方が妥当性は高くなる

と考えられる一方で，簡便性の点では劣り，またコ

ストがかかる。今後，DLW 法以外の方法を用いて

PAL を推定する方法についても検討が必要である。

3. 加速度計を用いた子どもの身体活動量の測定

の留意点

成人においても，身体活動の定量化において，質

問紙法あるいは活動記録では，活動の種類をとらえ

られるというメリットはあるものの，強度の個人差

を判別するのは難しい12)。子どもについては，先に

述べたような間欠的で評価がしづらい身体活動の特

徴に加え，質問紙法などの実施が困難であることも

考えると，成人以上に，客観的な方法が重要ではな

いかと考えられる。

ただし，加速度計法は，加速度計の種類による差

はもちろん，同じ加速度計を使っても，推定式や

epoch length（任意に設定したデータの選択時間の
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長さ）などによって，結果に大きな違いが出ること

があることも事実である13)。そのため，利用にあた

っては，それぞれの加速度計の特性をよく理解して

用いる必要がある。例えば，日本で広く用いられて

いる Lifecorder EX の場合，“運動強度”から成人

用の推定式を用いて幼児の活動強度を推定すると，

歩行・走行では過大評価になる一方で，ボール投げ

のような活動は過小評価になることが報告されてい

る14)。

特に，低年齢の子どもの身体活動は，児童期の子

どもと比較しても垂直方向への動きが少なく，遊び

の中に，不規則な動きが多いことが指摘されてい

る。歩行中の動作パターンについても，幼児の場合

は，より水平方向への動きが大きい15)。このような

動作特性から考えると，成人以上に，1 軸よりも複

数の軸を持つ加速度計の意義は大きいと考えられる

ことから，日本で製造されている 3 軸加速度計の

ActivTracer の妥当性が，幼児を対象に，遊びを含

む子どもの様々な身体活動を考慮して検討されてい

る16)。

また，前述したように，特に間欠的に高強度の身

体活動を行うことが多い子どもでは，epoch を短く

する（10秒以下）ことが望ましいことが指摘されて

いるものの17)，既存の加速度計では，装置のメモリ

の問題で，特に海外の多くの研究においては，1 分

間毎にしかデータが収集されてきていない。そのた

め，1 分間値では，高強度の活動を中強度の活動と

して誤った分類がなされているかもしれない。この

ように，加速度計を用いた子どもの身体活動の評価

法については，方法論の検討が進められている最中

である。

また，より簡便に 1 日の身体活動量を評価する指

標として，歩数は古くから用いられ，日本人の子ど

ものデータが蓄積されてきた。最近，幼児を対象と

した場合，歩数は，3 軸加速度計より評価した中～

高強度活動の時間を反映するものの，高めの強度は

十分に捉えられないことが指摘されている18)。

4. 子どもにおける身体活動の目標量とその問題

点

現在，子どもについては，諸外国においていくつ

かのガイドラインが存在するが，成人と比べ，生活

習慣病などの“リスク”が低くなる境界値を決定す

るというよりは，身体活動が生活習慣病の“リスク

ファクター”等に有効であること，およびそのため

に必要な強度・時間を踏まえて，現在の身体活動量

を増加させようという意図で，「1 日最低60分から

数時間に及ぶ中～高強度活動」などとなってい

る19～21)。

子どものうちは生活習慣病の発症に至る割合が低

く，成人まで追跡するのは困難である。肥満を含む

それらのリスクファクターとの関連についても根拠

が弱い。また，成人における身体活動量につながる

として子どもの身体活動量を増やすという考え方も

ありうるが，現時点で，長期間の身体活動量のトラ

ッキング（移行）については，それほど関連が強く

ないと考えられている6)。こうしたことから，成人

以上に，目標設定の根拠が希薄である22)。

そもそも，中強度（moderate intensity）活動の定

義は，成人23)と同様に，3～6 METs とするもの19)，

5～8 METs とするもの24)など，定まっていない。

そのため，中強度活動の定義，評価法の標準化，妥

当性の検証が必要である。

日本ではまだ子どもを対象としたガイドラインの

作成は行われていないものの，重要性が指摘されて

いる（日本学術会議，2008）。本来，生活習慣病や

メンタルヘルスなどのリスクあるいはリスクファク

ターの方がアウトカムとしてふさわしいのではない

かと考えられるものの，これらのアウトカムを用い

て縦断的な検討を行うのは容易ではない22)。その点

で，一部の体力は，生活習慣病や身体活動習慣との

関連も指摘されている。そのため，長期的には生活

習慣病などをアウトカムとした縦断的な検討を実施

し，その結果に基づいて目標値を設定すべきである

が，短期的には，体力をアウトカムとした検討に基

づいて目標値を決定するのが現実的ではないかと考

えられる。現在，少しでも根拠のある目標値とする

ために，日本人幼児を対象に，運動に限定しない身

体活動量と体力間の関係を検討しているところであ

る25)。

5. 子どもにおいても身体活動量は一般に生活環

境の影響を受ける

子どもの身体活動量とその関連要因に関するレビ

ューによると，3～12歳の子どもでは，父親の身体

活動量や屋外で過ごす時間などが，12歳以降18歳ま

での思春期では，母親の教育レベルや近所で犯罪が

少ないことなどが，身体活動の潜在的な決定要因と

して報告されている26)。このように，生活環境の影

響は子どもの年齢によって異なる。これら諸外国に

おける研究の身体活動の評価は，個人差を抽出する

には問題があると考えられる質問紙が用いられ，加

速度計などの客観的な方法を用いた，日常生活全般

を捉えた上で関連要因を検討した報告は未だ少ない

のが現状である。なお，先に述べたレビューでとり

あげられているデータは，北米，ヨーロッパ，オセ
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アニアが中心であり，日本の論文は含まれていない。

一方，国内では，体力との関連に焦点が当てられ

てきた（文部科学省など）。最近，3 軸加速度計を

用いて評価した強度別の身体活動量および歩数とに

ついて，幼稚園児および保育所児の比較がなされ，

保育環境というよりも，休日の家庭での過ごし方や

幼稚園でのカリキュラムが影響する可能性が指摘さ

れている27)。本連載においても環境要因の重要性に

ついて井上28)が指摘している通り，諸外国とは生活

環境の異なる日本の子どもについて今後検討するこ

とは意義深い。

6. まとめ

本稿をまとめると以下の通りである。

子どもの身体活動は，低年齢ほど，一定の運動を

継続することが少なく，運動以外の身体活動

（NEAT）が多い間欠的な活動で構成されている

成人と比較し，子どもの身体活動レベル（一日全

体の身体活動量）は低いが，低強度と高強度の活

動が入り混じっている

このように，とらえづらい子どもの身体活動は，

加速度計や歩数計，DLW 法など，なるだけ客観

的かつ正確な方法を用いて評価する必要がある

日本における子どもの身体活動のガイドラインは

検討中である

環境要因の影響は，子どもの中でも年齢によって

異なる

子どもにおける身体活動については，十分に妥当

性が確立された方法を用いて検討されてこなかった

だけに，今後は，これらの評価法や体力・肥満・生

活習慣病との関連を検討し，子どもの身体活動のガ

イドラインの策定が待たれる。
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